
項番 機能名 機能概要

１ 支払期日を最大１０年まで拡大
発生記録等における支払期日の指定範囲について、現在の最大１年か
ら拡大され、最大１０年まで可能となります。

２ 先方負担手数料機能の追加

発生記録（債務者請求）について、債務者側からの記録請求にあた
り、諸手数料を先方負担（債権者負担）とするため、入力した債権金
額から諸手数料を控除の上、記録請求を行なうことが可能となりま
す。合わせて、諸手数料の基準となる「記録手数料」の画面表示も行
ないます。

※諸手数料を先方負担（債権者負担）としている場合、諸手数料の控
除の計算を画面上で行なえるようにし、債務者の利便性を図ります。

3
取引先情報ファイル登録機能の
拡充

「取引先情報ファイル」を用いて取引先情報を登録する際、「取引先
情報ファイル」内に重複する取引先情報が存在した場合、または「取
引先情報ファイル」内の取引先情報が既に登録済みの取引先情報と重
複した場合に、重複する取引先情報をエラーとする事が可能となりま
す。

「取引先情報ファイル」を用いて取引先情報を登録する際、登録方法
として「全取引先を削除し追加」を選択し全ての取引先情報を最新化
する場合、「他行の取引先情報」については過去に登録済み分を含
め、すべて画面から口座確認を実施するよう変更となりました。これ
により「他行の取引先情報」の「法人名／個人事業者名」は口座確認
時点の最新となります。

4
債権者／債務者向け債権情報照
会機能の拡充

債権者ならびに債務者が頻繁に利用する債権情報の照会機能につい
て、目的ベースでのメニュー構成とし、操作性・利便性の提供を図り
ます。

※現在の「債権照会（開示）」に加え、受取債権の確認、入金予定の
確認、支払予定の確認など、目的ベースで確認が行なえるようになり
ます。

5
通知情報の表示改善、通知情報
一覧の検索機能、未既読管理機
能の拡充

トップ画面に表示される通知情報について、どのような通知が未読に
なっているか示唆するため、未読の通知件数を「通知種類（概要）」
毎に表示するよう改善します。また通知情報一覧から通知情報を検索
する際も「通知種類（概要）」による検索が可能となります。

通知情報一覧で表示される各通知情報について、複数の選択もしくは
全件の選択を可能とし、一括にて未読／既読／削除することが可能と
なります。

通知情報一覧で表示される各通知情報の「取引概要」表示について、
今までの発生記録・譲渡記録の成立系通知、承諾依頼通知時の表示に
加え、取消に関する通知、不成立に関する通知時も「取引概要」を表
示するよう拡大します。
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6
非同期開示の支払期日の指定可
能期間の拡大

債権照会（開示）にて「一括予約照会（非同期）」を選択し検索を行
なう場合の支払期日の指定可能期間を４ケ月から１年に拡大します。

７
一括記録請求の取引先名表示機
能

「一括記録請求ファイル」による一括記録請求時、各請求明細を表示
する画面に取引相手情報として利用者番号・口座情報を表示していま
す。今回、該当画面において取引相手情報として「法人名／個人事業
者名」を追加表示し内容確認の利便性を図ります。

※「法人名／個人事業者名」の表示には利用者（請求者）の取引先情
報を用いることから、事前に取引先情報の登録が必要となります。

８
取引結果における取引先名の差
分明示機能

利用者（請求者）の取引先情報を用いて記録請求を行なう取引におい
て、取引相手情報の「法人名／個人事業者名」が表示される機能が追
加【前記、項番７：一括記録請求の取引先名表示機能を参照】となり
ますが、記録請求の仮登録時と承認後の取引結果で「法人名／個人事
業者名」に差分が生じた場合、利用者（請求者）に注意喚起と取引先
情報の更新を促す旨、画面上に明示します。

※利用者（請求者）の取引先情報は、取引先情報の登録時に口座確認
により「法人名／個人事業者名」を取得していますが、登録以降の社
名変更等により、取引先情報の「法人名／個人事業者名」が最新でな
くなる場合があります。その場合には、仮登録時は「旧法人名／個人
事業者名」が表示され、承認後の取引結果においては「新法人名／個
人事業者名」が表示されることとなります。

※差分明示機能を提供する取引は、「一括記録請求」、「複数発生記
録請求」、「複数譲渡記録請求」となります。

９ パスワード管理機能の改善

「承認パスワード」の有効期限切れ後のログイン時には「承認パス
ワード」の変更を促す画面に遷移しますが、変更事由や必要性などの
補足説明が表示されます。また、「承認パスワード入力欄」に対して
文字列の貼り付けが可能となります。

１０
取引先管理の権限に関する補足
説明追加

取引先情報の登録・変更等の更新は、業務権限として「取引先管理権
限」または「記録請求権限」のいづれかを保有している場合に可能と
しています。今回、「記録請求権限」の説明において、取引先管理が
行なえることを明示しました。

１１
承認未承認状況一覧の検索機能
の改善

承認未承認状況一覧では、再鑑取引について、承認分（当日含め、過
去１４日分）、未承認分の照会を可能としています。今回、当一覧照
会での検索条件の指定方法と検索内容の改善を図ります。

１２
分割譲渡予約中債権の譲受人か
らの開示に対する結果内容の変
更

分割譲渡予約中債権について、譲受人から債権照会（開示）を行なっ
た場合、開示結果の記録番号、債権金額、未決済金額には、分割後の
債権金額、分割後の記録番号、分割後の未決済金額が表示されます。

※今までは、原債権（分割前）の情報で表示されていました。

【当一覧での概要説明のみ】

１３
分割譲渡予約中債権の譲渡人か
らの分割記録の予約取消機能追
加

分割譲渡予約中債権について、譲受人から「分割譲渡の予約」取消が
された場合、「譲渡記録の予約」取消がなされ、「分割記録の予約」
取消はされませんでした。また「分割記録の予約」取消を行なうこと
もできませんでした。
今回、「分割記録のみ予約」状態となった場合に、譲渡人において、
「分割記録の予約」取消が可能となります。

【当一覧での概要説明のみ】



１．債権発生請求タブから「債務者請求」を選択

① 債務者請求ボタンを
クリックします。

２．発生記録（債務者請求）メニューから「登録」を選択

② 登録ボタンをクリック
します。

３．発生記録（債務者）請求仮登録画面にて支払期日の指定

③ 支払期日を指定します。
支払期日は振出日の最
大１０年後の応答日ま
で指定可能です。

概要
■発生記録等における支払期日の指定範囲について、現在の最大１年から拡大され、最大
　１０年まで可能となります。
　【対象サービスは、発生記録（債務者請求方式または、債権者請求方式、いづれも複数
　　発生記録を含む）、変更記録、記録の訂正・回復、一括記録となります】

支払期日を最大10年まで拡大（機能追加一覧：項番１）

①

②

③



今回、諸手数料の控除を計算するにあたり、基準となる手数料額（税込）を
一律に設定しています。
基準となる手数料額（税込）については、管理業務メニュー／企業情報管理
から照会が可能です。

１．管理業務タブから「企業情報管理」を選択

① 企業情報管理ボタン
をクリックします。

２．企業情報管理メニューから「照会」を選択

② 照会ボタンをクリッ
クします。

概要
■発生記録（債務者請求）について、債務者側からの記録請求にあたり、諸手数料を先方
　負担（債権者負担）とするため、入力した債権金額から諸手数料を控除の上、記録請求
　を行なうことが可能となります。合わせて、諸手数料の基準となる「記録手数料」の画
　面表示も行ないます。

　　※諸手数料を先方負担（債権者負担）とした場合、諸手数料の控除の計算を画面上で行なえるようにし
　　　 債務者の利便性を図ります。
 　　※当機能は、債務者側が発生記録（債務者請求）を行なうにあたり、諸手数料を先方（債権者側）負担
　　　 とする場合に、債権金額から諸手数料を控除し債権金額を計算するものであり、諸手数料を当行より
　　　 直接、先方（債権者側）へ請求するものではありまん。また、発生記録（債務者請求）に伴う「発生
　　　 記録手数料」は引続き、ご指定の口座より引落しとなりますのでご留意願います。

先方負担手数料機能の追加（機能追加一覧：項番２）

①

②

基準手数料
額の確認



３．企業情報詳細画面の表示【先方負担手数料】

先方負担手数料【発生記録（債務者請求）の先方負担手数料として使用します】
■ 発生記録（債務者請求）時、諸手数料を先方負担とする場合の「基準手数料」が

表示されます。
■ 「基準手数料」は、当行が定めている「発生記録手数料」額（税込）を基準とし

て一律に設定しています。（尚、お客様にて変更することが可能です）
■ 「基準手数料」は、発生記録（債務者）請求仮登録時に「先方負担手数料」とし

て、画面上に表示されます。
■ 先方負担の「基準手数料」額を債権金額から控除します。

【発生記録（債務者）請求仮登録画面】



４．企業情報詳細画面の表示【当方負担手数料】

当方負担手数料【発生記録（債務者請求）の記録手数料として使用します】
■ 発生記録（債務者請求）時、諸手数料を当方負担とする場合の「基準手数料」が

表示されます。
■ 「基準手数料」は、当行が定めている「発生記録手数料」（税込）を基準として

一律に設定しています。お客様にて「基準手数料」を変更することが可能ですが
当行が定めている「発生記録手数料」額が変更となるものではありませんので、
ご注意願います。

■ 「基準手数料」は、発生記録（債務者）請求仮登録時に「記録手数料」として、
画面上に表示されます。

■ 当方負担の「基準手数料」は、債権金額から控除されません。

【発生記録（債務者）請求仮登録画面】



発生記録（債務者請求）時の「手数料負担条件」の選択、手数料の表示につ
いて説明します。
手数料負担条件は、「当方負担」、「先方負担（登録済み金額）」、「先方
負担（指定金額）」より選択することとなります。

１．債権発生請求タブから「債務者請求」を選択

① 債務者請求ボタンを
クリックします。

２．発生記録（債務者請求）メニューから「登録」を選択

② 登録ボタンをクリッ
クします。

発生記録

②

①



３．発生記録（債務者）請求仮登録画面

③ 支払金額欄に手数料
控除前の債権金額を
入力します。

④ 手数料負担の条件を
選択します。

⑤ 仮登録の確認へボタ
ンをクリックします。

※ 先方負担（登録済み
金額）を選択した場
合は、先方負担手数
料として適用中の基
準手数料を使用しま
す。

【企業情報管理詳細画面】

　　【旧項目名：債権金額】
③

④

⑤



４．発生記録（債務者）請求仮登録確認画面

⑥ 前画面にて入力した

支払金額となります。

⑧ 適用中の先方負担手
数料を表示します

⑨ 適用中の当方負担手
数料を参考として表
示します。

⑦ 支払金額から先方負
担手数料を控除した
金額を債権金額とし
発生記録請求を行い
ます。

⑩ 仮登録の実行ボタン
をクリックします。

⑥

⑦ ⑨
⑧

⑩



今回、諸手数料の控除を計算するにあたり、基準となる手数料額（税込）に
ついては、当行が定めている「発生記録手数料」額（税込）を一律に設定し
ています。
基準手数料額（税込）については、お客様にて変更することが可能です。
ここでは「先方負担手数料」の変更操作について説明します。

１．管理業務タブから「企業情報管理」を選択

① 企業情報管理ボタン
をクリックします。

２．企業情報管理メニューから「変更」を選択

② 変更ボタンをクリッ
クします。

３．企業情報変更画面

③ 変更ボタンをクリッ
クします。

基準手数料
額の変更

①

②

③



４．手数料変更画面

④ 使用しない（個別に
登録した手数料を使
用する）を選択しま
す。

⑤ 手数料金額を税込で
入力します。

⑥ 反映ボタンをクリッ
クします。

5．変更内容の確認画面

⑦ 適用開始日を確認し
ます。

⑧ 手数料金額を確認し
ます。

⑨ 変更内容の確認へボ
タンをクリックしま
す。

④

⑤

⑥

⑨

⑦ ⑧



６．変更内容の承認画面

⑩ 承認パスワードを入
力します。

⑪ 変更の実行ボタンを
クリックします。

７．変更内容の完了画面

⑩

⑪



１．管理業務タブ「取引先ファイル登録」を選択

① 取引先ファイル登録
ボタンをクリックし
ます。

２．取引先情報ファイル登録画面【登録方法：追加のみ】

② 登録方法「追加のみ」
・「重複登録を許容

しない」を選択しま

す。

③ 登録内容の確認へボ
タンをクリックしま
す。

概要
■「取引先情報ファイル」を用いて取引先情報を登録する際、「取引先情報ファイル」内
　に重複する取引先情報が存在した場合、または「取引先情報ファイル」内の取引先情報
　が既に登録済みの取引先情報と重複した場合に、重複する取引先情報をエラーとする事
　が可能となります。

　「取引先情報ファイル」を用いて取引先情報を登録する際、登録方法として「全取引先
　を削除し追加」を選択し全ての取引先情報を最新化する場合、「他行の取引先情報」に
　ついては過去に登録済み分を含め、すべて画面から口座確認を実施するよう変更となり
　ました。これにより「他行の取引先情報」の「法人名／個人事業者名」は口座確認時点
　の最新となります。

取引先情報ファイル登録機能の拡充（機能追加一覧：項番３）

①

②

③



３．取引先情報ファイル登録確認画面

④ 登録の実行ボタンを
クリックします。

４．管理業務タブ「取引先ファイル登録結果一覧」を選択

⑤ 取引先ファイル登録
結果一覧ボタンをク
リックします。

5．取引先ファイル登録結果一覧画面

⑥ 該当の詳細ボタンを
クリックします。

④

⑤

⑥



６．取引先ファイル登録結果詳細画面

⑦ 今回登録に使用した「取引先情報ファイル」内の取引先情報が、既に登録済みの場合。

⑧ 今回登録に使用した「取引先情報ファイル」内に重複する取引先情報が存在した場合。

⑦

⑧



７．取引先情報ファイル登録画面【登録方法：全取引先を解除し追加】

⑨ 登録方法「全取引先
を解除し追加」「重

複登録を許容しない」

を選択します。

⑩ 登録内容の確認へボ
タンをクリックしま
す。

８．取引先情報ファイル登録確認画面での登録実施
９．管理業務タブ「取引先ファイル登録結果一覧」画面へ
10．取引先ファイル登録結果一覧画面からの選択

⑨

⑩



１１．取引先ファイル登録結果詳細画面

⑪ 「口座未確認」の場合、「口座確認対象チェックボックス」をチェックし、
口座確認を実施します。これにより「他行の取引先情報」の「法人名／個人
事業者名」は口座確認時点の最新となります。

⑫ 「口座確認の実行」ボタンをクリックします。

⑪

⑫



１．債権情報照会タブを選択

・目的ベースでのメニュー構成
① 受取債権の確認機能
② 入金予定の確認機能
③ 支払予定の確認機能

２．受取債権情報の作成【ここでは、受取債権を例として説明します】

④ 受取債権情報の作成

ボタンをクリックし
ます。

概要
■債権者ならびに債務者が頻繁に利用する債権情報の照会機能について、目的ベースでの
   メニュー構成とし、操作性・利便性の提供を図ります。
　※現在の「債権照会（開示）」に加え、受取債権の確認、入金予定の確認、支払予定の
　　確認など、目的ベースで確認が行なえるようになります。

債権者／債務者向け債権情報照会機能の拡充（機能追加一覧：項番４）

①

②

③

④



３．受取債権情報作成画面

⑤ 、⑥
画面の表示案内に従
い、条件を選択又は
入力します。

⑦ ファイル／帳票作成
ボタンをクリックし
ます。

４．受取債権情報作成条件入力完了画面

⑧ 債権情報照会メニュー
へボタンをクリック
します。

⑤

⑦

⑥

⑧



５．作成結果のダウンロード画面

⑨ 作成結果のダウンロ

ードボタンをクリッ
クします。

６．受取債権情報_作成結果一覧画面

⑩ 作成依頼日または、
作成依頼番号を入力
します。

⑪ 検索ボタンをクリッ
クします。

７．受取債権情報_作成結果一覧画面

⑫ 詳細ボタンをクリッ
クします。

⑬ 正常を確認します。

⑨

⑩

⑪

⑫ ⑬



８．受取債権情報_作成結果詳細画面

⑭ 受取債権一覧印刷
ボタンをクリック
します。

９．受取債権一覧印刷

⑭



１．トップ画面

⑦ 通知情報一覧ボタン
をクリックします。

・目的ベースでのメニュー構成
　どのような通知が未読となっているかを示唆するため、未読の通知件数を「通知種類（概要）」毎
　に表示します。通知種類（概要）は次の６種類となります。

① 各種記録請求の依頼結果に関する通知件数
② 各種記録請求の受取（発生・取消等）に関する通知件数
③ 融資のお取引に関する通知件数
④ 期日支払に関する通知件数
⑤ 管理業務に関する通知件数
⑥ その他の重要な通知件数

概要
■トップ画面に表示される通知情報について、どのような通知が未読になっているか示唆
　するため、未読の通知件数を「通知種類（概要）」毎に表示するよう改善します。また
　通知情報一覧から通知情報を検索する際も「通知種類（概要）」による検索が可能とな
　ります。
　
　通知情報一覧で表示される各通知情報について、複数の選択もしくは全件の選択を可能
　とし、一括にて未読／既読／削除することが可能となります。
　
   通知情報一覧で表示される各通知情報の「取引概要」表示について、今までの発生記録
　譲渡記録の成立系通知、承諾依頼通知時の表示に加え、取消に関する通知、不成立に関
　する通知時も「取引概要」を表示するよう拡大します。

通知情報の表示改善、通知情報一覧の検索機能、未既読管理機能の拡充
（機能追加一覧：項番５）

① ～ ⑥

⑦



２．通知情報一覧画面

⑧ 「通知種類（概要）」
による検索、「取引
先の法人名」による
検索が行なえます。

⑨ 対象の通知を選択し、一括で「既読」「未読」「削除」を行なうことができます。

⑩ 取引概要欄に表示する「法人名／個人事業者名」は他行の場合でも表示されます。

⑪ 取消に関する通知、不成立に関する通知時にも「取引概要」欄を表示します。

⑧

⑨

⑩ ⑪



１．債権情報照会タブから「債権照会（開示）」を選択

① 債権照会（開示）
ボタンをクリック
します。

２．債権照会（開示）条件入力画面

② 「全て表示」ボタ
ンをクリックしま
す。

概要
■債権照会（開示）にて「一括予約照会（非同期）」を選択し検索を行なう場合の支払期
　日の指定可能期間を４ケ月から１年に拡大します。

非同期開示の支払期日の指定可能期間の拡大（機能追加一覧：項番６）

①

②



3．債権照会（開示）条件入力画面

③ 一括予約照会（非同期）時、支払期日の指定可能範囲が１年先まで指定できます。

４．一括予約照会（非同期）入力完了画面

③



１．債権一括請求画面

① 一括記録メニューに「取引先管理メニュー」を追加しました。
※取引先の法人名／個人事業者名を表示する場合は、事前に登録が必要です。

２．一括記録請求仮登録画面

② 取引先の法人名／個
人事業者名を次画面
以降で表示するか否
か、選択します。

概要
■「一括記録請求ファイル」による一括記録請求時、各請求明細を表示する画面に取引相
　手情報として利用者番号・口座情報を表示しています。今回、該当画面において取引相
　手情報として「法人名／個人事業者名」を追加表示し内容確認の利便性を図ります。

    ※「法人名／個人事業者名」の表示には利用者（請求者）の取引先情報を用いることから、事前に取引先
       情報の登録が必要となります。

一括記録請求の取引先名表示機能（機能追加一覧：項番７）

①

②



３．一括記録請求仮登録確認画面

③ 詳細ボタンをクリッ
クします。

④ 仮登録の実行ボタン
をクリックします。

４．詳細画面の表示内容

⑤ 取引先情報（前記１
の取引先管理にて）
を参照して法人名／
個人事業名を表示し
ます。

⑥ 注意を促す表示が追
加されました。

④

③

⑤

⑥



５．一括記録請求仮登録の承認操作
※ 一括記録請求仮登録の承認操作を行なって下さい。

６．一括記録請求の承認後、結果通知画面

⑦ 該当する通知の詳細
ボタンをクリックし
ます。

７．結果通知詳細画面

⑧ ヘッダ順が示す詳細
ボタンをクリックし
ます。

８．一括記録請求明細詳細へ

⑦

⑧



８．一括記録請求明細詳細画面

⑨ 取引先の法人名／個
人事業者名が仮登録
時より変更となって

いる通番を表示しま

す。

⑩ 取引先の法人名／個人事業者名が仮登録時より変更となっている明細に
「※」を表示します。

⑨

⑩



１．一括記録通知情報詳細画面【ここでは、一括記録請求を例として説明します】

① 取引先の法人名／個
人事業者名が仮登録
時より変更となって

いるヘッダ情報を明

示します。

② ヘッダ順が示す詳細
ボタンをクリックし

ます。

概要
■利用者（請求者）の取引先情報を用いて記録請求を行なう取引において、取引相手情報
　の「法人名／個人事業者名」が表示される機能が追加【前記、項番７：一括記録請求の
　取引先名表示機能を参照】となりますが、記録請求の仮登録時と承認後の取引結果で
　「法人名／個人事業者名」に差分が生じた場合、利用者（請求者）に注意喚起と取引先
　情報の更新を促す旨、画面上に明示します。

　※利用者（請求者）の取引先情報は、取引先情報の登録時に口座確認により「法人名／個人事業者名」を取
　　得していますが、登録以降の社名変更等により、取引先情報の「法人名／個人事業者名」が最新でなくな
　　る場合があります。その場合には、仮登録時は「旧法人名／個人事業者名」が表示され、承認後の取引結
　　果においては「新法人名／個人事業者名」が表示されることとなります。
　※差分明示機能を提供する取引は「一括記録請求」「複数発生記録請求」「複数譲渡記録請求」となります。

取引結果における取引先名の差分明示機能（機能追加一覧：項番８）

①

②



２．一括記録請求明細詳細画面

③ 取引先の法人名／個
人事業者名が仮登録
時より変更となって

いる通番を表示しま

す。

④ 取引先の法人名／個人事業者名が仮登録時より変更となっている明細に
「※」を表示します。

③

④



１．「承認パスワード変更」画面

① 承認パスワードの有効期限切れにより当画面に遷移した場合、補足説明文言が
「承認パスワード変更画面」の上部に表示されます。

２．「承認パスワード変更結果」画面

② 承認パスワードを「変更しない」で、承認パスワード変更を行った場合、補足
説明文言が「承認パスワード変更結果画面」の上部に表示されます。

３．「承認パスワード」入力欄について
③ 「承認パスワード」入力欄に対して「文字列」の貼り付けが行なえます。

概要
■「承認パスワード」の有効期限切れ後のログイン時には「承認パスワード」の変更を促
   す画面に遷移しますが、変更事由や必要性などの補足説明が表示されます。また、「承
   認パスワード入力欄」に対して文字列の貼り付けが可能となります。

パスワード管理機能の改善（機能追加一覧：項番9）

①

②

③



１．「ユーザ情報変更」画面

「承認パスワード変更画面」の上部に表示されます。

２．「承認パスワード変更結果」画面

① ユーザの記録請求権限の説明に文言を追加し、記録請求権限において、取引先の
管理が行なえることを明示しました。

概要
■取引先情報の登録・変更等の更新は、業務権限として「取引先管理権限」または「記録
   請求権限」のいづれかを保有している場合に可能としています。今回「記録請求権限」
   の説明において、取引先管理が行なえることを明示しました。

取引先管理の権限に関する補足説明追加（機能追加一覧：項番１０）

①



１．トップ画面の「承認未承認状況一覧」画面

① 検索対象
「未承認」・「承認済み」・「全て」いづれかでの選択となります。

② 状態
検索対象に応じた状態を選択することができます。

③ 承認日
検索対象が「承認済み」の場合のみ、必須入力（本日を含め、過去14日分）にしています。

２．トップ画面の「承認未承認状況一覧」画面

概要
■承認未承認状況一覧では、再鑑取引について、承認分（当日含め、過去１４日分）、未
   承認分の照会を可能としています。今回、当一覧照会での検索条件の指定方法と検索内
   容の改善を図ります。

承認未承認状況一覧の検索機能改善（機能追加一覧：項番１１）

①
②

③




